
　１．はじめに

　道路ネットワークは、国、都道府県、市町村、公

的企業（道路公社等）など、複数の機関が管理する道

路によって構成されている。これら各機関は必要に

応じて協議・連携しつつ、それぞれの管理する区間

の運営に関する意思決定を行っている。

　今後、国から地方への道路管理権限の移譲や、民

間企業による部分的な道路運営への参入が進展する

と予想される。その結果として、より分権的な道路

ネットワーク運営が実現される可能性がある。その

際、各機関の間の連携が有効に機能しなければ、非
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　道路ネットワークを構成する個別の道路は、互いに混雑緩和や負荷軽減などの機能補完

性を有している。一方、道路ネットワークの整備には国、都道府県、市町村、道路会社等

のさまざまな主体が関与しており、それらの主体間の連携が適切でない場合には、道路整

備のタイミングの遅れなどの非効率性が生じる可能性がある。本論文では２都市間にすで

に１ルートの道路が整備されている状況において、新たにもう一つのルートを整備する状

況を想定する。その際、新ルートの着工と在来ルートの補修が、分権的に意思決定される

とする。機能補完の程度、在来ルートのインフラの状態が意思決定に与える影響を数値計

算により示す。
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効率的な意思決定が行われる可能性がある。

　分権化による組織運営上の改善等を考慮せず、道

路ネットワークの問題に限定した場合、ネットワー

ク運営の分権化は必ず非効率性をもたらす。しかし

運営ルールが適切に設計された場合は、非効率な意

思決定が行われる可能性を抑制することができる。

筆者らは既往研究１）において、道路ネットワーク上

における各運営主体に対する管轄領域の設定が、各

運営主体の維持管理戦略に対して与える影響を分析

した。その上で、非効率的な意思決定が行われる可

能性を抑制するための管轄領域の設定方法について

議論を行った。

　一方本論文では、道路ネットワークに新たな道路

が追加される状況を想定する。その上で新たな道路

の着工タイミングと、既存の道路の補修タイミング

を選択する意思決定問題を定式化する。道路の新設

はネットワーク上の交通流動を変化させる。分権的

な運営主体は自らの管轄領域において最適なタイミ

ングを選定する。ルート間、運営者間の相互作用の

強さが意思決定に与える影響を分析し、分権的な道

路ネットワーク運営上の課題について考察を行う。

　２．新旧道路インフラの着工・補修タイミングの

　　　意思決定問題

　２－１　新旧道路インフラの着工・補修タイミン

グの意思決定問題

　本論文では、新たな道路の建設が計画されている

状況において、この道路の着工タイミングと、すで

に整備されている道路の補修タイミングを意思決定

する状況を想定する。Fig.1に示すように、ある地

域に二つの都市が存在するものとし、これらをそれ

ぞれ都市１、都市２と呼ぶ。都市１、２の間にはす

でに１ルートの道路が整備されており、これを在来

ルートと呼ぶ。一方、両都市を直結する第２の道路

の建設が計画されており、これを新ルートと呼ぶこ

ととする。

　分権的な意思決定状況をモデル化するため、二つ

の道路運営主体を想定し、それぞれ運営者１、運営

者２と呼ぶこととする。運営者１は新ルートを管轄

し、新ルートを着工するタイミングを選択する。一

方運営者２は在来ルートを管轄し、在来ルートの補

修に関する意思決定を行うものとする。

　実際の道路ネットワーク運営問題において、

Fig.1の各ルート、各運営者の例を以下に挙げる。

【例１】高速道路の着工

新ルート：高速道路

在来ルート：並行一般道路

運営者１：高速道路会社等

運営者２：並行一般道路の管理者（国、都道府県等）

【例２】バイパス道路の着工

新ルート：バイパス道路

在来ルート：旧道

運営者１：道路公社等

運営者２：旧道の管理者（国、都道府県、市町村等）

　２－２　ルート間の機能補完関係と運営者間の相

互作用

　２－１で想定した状況において、運営者１は新ル

ート、運営者２は在来ルートに関する意思決定を行

う。一般に両ルート、両運営者の間には、以下のよ

うな相互関係が存在するものと考えられる。

１）ルート間の機能補完関係

　新ルート、在来ルートはともに都市１、２を直結

している。新ルートが利用可能になると、これまで

在来ルートを利用していた都市１、２間の交通需要

の一部が、新ルートに転移することが考えられる。

新ルートの建設によって在来ルートの交通量が減少

した場合、一般に運営者２が在来ルートの維持管理

に要する費用が軽減される。

　例えば、２－１の【例２】において、バイパス道

路の開通によって旧道の交通量が減少した場合、舗

装や構造物の劣化の進行が緩和され、維持管理費用

が軽減されることなどが考えられる。また運営者２

（旧道の管理者）が、沿道の騒音公害等の外部費用も

考慮する必要がある場合、バイパスの開通は外部費

用の軽減につながる場合もあると考えられる。

　以上のように新ルートは、在来ルートが有してい

る機能の一部を補完する役割を有しており、新ルー

トの開通は在来ルートを管理する運営者２の利得に

も影響を及ぼす。ただし新ルートが在来ルートの機

能を補完することができる程度は、新ルートと在来
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Fig. 1　新旧道路インフラの着工・補修タイミングの意思決定
問題



ルートの空間的配置、在来ルート沿道からの交通需

要等に依存するものと考えられる。

２）運営者間の意思決定の相互作用

　完全に分権的な意思決定状況においては、運営者

１、２は自らの管轄領域（新ルート、在来ルート）の

みを考慮して意思決定を行う。これはゲーム理論３）

における非協力ゲームモデルが想定する状況である。

しかし実際の道路ネットワーク運営においては、運

営者はネットワーク全体における自らの管轄領域の

役割をある程度考慮して意思決定するものと考えら

れる。２－１の【例１】における高速道路会社、【例

２】における道路公社等は、それぞれ並行一般道路

や旧道の状況をある程度考慮して着工タイミングを

選択するものと考えられる。したがって、実際の運

営者は自らの管轄領域外の状況をある程度考慮しつ

つ、最終的には分権的に意思決定を行うものと考え

られる。

　次章では以上のようなルート間、運営者間の相互

作用を明示的に考慮した意思決定モデルを定式化す

る。

　３．モデル化

　３－１　モデルの基本的構成

　本章では前章で想定した状況における各運営者の

分権的意思決定をモデル化する。まず意思決定時点

を��期と表し、��は���１�２�������のいずれかの値をと

る有限期間の意思決定問題とする。�は最終意思決

定時点である。

　任意の意思決定時点 ��期（���１�２�������）における

在来ルートのインフラの状態は、状態変数 ��により

一括して表されるものと仮定する。�は���１�２�������

のいずれかの値をとるものとし、���１において在

来ルートのインフラは最良の状態にあり、�����　に

おいて最も劣化が進行した状態であるとする。在来

ルートのインフラの劣化過程はFig.2に示すような

マルコフ連鎖により記述されるものとし、一期後に

��から�'�へ遷移する確率を�（�，�'�）と表す。劣化過

程は���１から�����へ向う不可逆的な一方向の過程

である。一方在来ルートを管理する運営者２は、任

意の意思決定時点�期においてインフラを補修する

ことができるものとする。�　期に補修が選択された

場合、�　期におけるインフラの状態　�　にかかわらず、

次期（�＋１期）においてインフラの状態は　��１の

最良の状態に移行するものとする。

　Fig.3に本モデルで想定する、各期　�　における意思

決定順序を示す。まずFig.2に示す過程に従って、

当該の期における在来ルートのインフラの状態　�　が

決定する。この状態　�を認知した上で、運営者１は

新ルートを今期に着工するか否かを決定する（着工

のタイミング決定）。在来ルートのインフラの状態

と、運営者１の意思決定を受けて、運営者２は今期

に在来ルートのインフラを補修するか否かを決定す

る（補修のタイミング決定）。

　運営者１、２はともに各期に二者択一の選択を行

う必要がある。ただし両者の意思決定は性質が異な

る。運営者１がある期において新ルートの「着工」

を選択した場合、それ以降の期においては「非着工」

を選択することはできない。すなわち運営者１の選

択肢「着工」は不可逆的な選択肢である。この点で

Fig.3は新ルートが未だ着工されていない期におけ

る意思決定順序を示すものといえる。一方運営者２

がある期において「補修」を選択すれば、次期に在

来ルートのインフラの状態は���の最良の状態に移

行する。しかしFig.2に示すように再びインフラの

劣化が進行することから、運営者２はその後の期に

おいて再び「補修」を選択する必要が生じることも

あり得る。

　Fig.4は新ルートの着工以後の各期における意思

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．３２，Ｎｏ．３ 平成１９年１０月（　　）８

榊原弘之、田村伊正、梅本喬寛１６８

劣化の進行 

s運営者２による補修（次期に　= 1に移行） 
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Fig. 2　在来ルートのインフラの劣化過程と補修劣化の過程と
補修
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Fig. 3　各期における意思決定順序（新ルート着工以前）



決定順序を示している。新ルートの着工後、運営者

１は具体的な選択肢を有さない。運営者２は在来ル

ートのインフラの状態を認知した上で、今期にイン

フラを補修するか否かを決定する。

　���１から����　に至る各期の一連の意思決定過程

をFig.5に示す。当初は新ルートが未着工のため、

Fig.3に示す順序に従って意思決定が行われる。運

営者２の選択に依存して、次期における在来ルート

のインフラの状態が決定される。ある期において運

営者１が新ルートの着工を選択した後は、Fig.4に

示す順序に従って、運営者２が補修のタイミングを

決定する。

　各運営者の意思決定に伴って発生する費用を以下

のように定義する。

��：新ルートの建設費用

��（�）：（�－１）期までに新ルートの着工が選択され

なかった場合に，�　期において発生する機

会損失

����：状態　�　の在来ルートのインフラの補修に要す

る費用（��１を除く）

����：状態　�　の在来ルートの経常的な維持管理に要す

る費用

　各費用項目の意味と、費用の変動に関する仮定を

以下に列挙する。

・��は運営者１が新ルートの着工を選択した期に発

生する費用であり、運営者１が負担する。着工の

時期にかかわらず一定であると仮定する。

・��（�）は　�　期において新ルートが未完成であること

によって生じる損失である。これは「�　期に新ル

ートが利用可能であった場合に生じる便益」と解

釈することが可能である。運営者１が意思決定の

際に考慮するものとする。本論文では、��（�）は　�

とともに増加するものと仮定する。この仮定は、

新ルートが利用可能であることの便益が、時間と

ともに増大すると仮定していることを意味し、�

が大きくなるほど新ルートを着工する必要性が高

まる。

・����は在来ルートの状態　�　のインフラを、次期ま

でに��１の状態に補修する（Fig.2参照）ために必

要な費用である。運営者２が在来ルートのインフ

ラの補修を選択した期に発生し、運営者２が負担

する。����は、�とともに増加するものと仮定する。

これはインフラの劣化が進行するほど、補修によ

り多くの費用を要することを意味する。

・����は当該の　�　期において在来ルートのインフラ

の補修が選択されない場合、経常的な維持管理の

ために必要な費用であり、運営者２が負担する。

����は、�とともに増加するものと仮定する。これ

は、インフラの劣化が進行するほど、経常的な維

持管理にもより多くの費用を要することを意味す

る。

　３－２　相互作用を考慮したパラメータの導入

　２－２に示したように、新旧道路インフラを異な

る運営者が管轄する場合においても、両ルート間、

両運営者間には一定の相互作用が存在することが多

いと考えられる。これらの相互作用をモデル中で明

示的に考慮するために、以下の２種類のパラメータ

を導入する。

１）ルート間の機能補完関係を考慮したパラメータ

　新ルートによる在来ルートの機能補完と、それに

伴う運営者２の負担軽減効果を考慮するため、新ル

ートの完成後、在来ルートの経常的な維持管理費用

����が軽減されるものと仮定する。また����の割引率

は一定であるとし、ρ（０＜＿�ρ＜＿�１）により表す。新

ルート完成後の在来ルートの経常的な維持管理費用

はρ����となる。

　ρ�１の場合、新ルートによる在来ルートの機能

補完効果は存在せず、在来ルートの経常的な維持管

理費用は����のままである。０＜ρ＜１の場合は一

部補完効果が存在する。ρ�０の場合は新ルートの

完成後在来ルートの経常的な維持管理費用は�とな

り、新ルートは在来ルートの機能を完全に代替可能
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s= 1
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Fig. 4　各期における意思決定順序（新ルート着工以後）

… … 

t = 1 t = 2 t = T

Fig. 5　各期の一連の意思決定過程



である。

２）運営者間の意思決定の相互作用を考慮したパラ

メータ

　各運営者が、自らの管轄領域外の道路ネットワー

クの状態をある程度考慮して意思決定するものと仮

定する。このうち運営者２が意思決定する在来ルー

トのインフラの補修は、新ルートの状況に影響を及

ぼさない。そのため、運営者２は新ルートの状況を

考慮せずに独立に意思決定することが可能である。

　そこで本論文では、運営者１のみが管轄領域外の

在来ルートにおける発生費用をある程度考慮して意

思決定するものと仮定する。後述するように、各運

営者は意思決定時点以降の発生費用の現在価値の総

和を最小化するように意思決定する。運営者１は新

ルートに関わる発生費用と、在来ルートに関わる発

生費用のうち比率αの額の総和を最小化するような

選択を行うものとする。

　α�０のとき、運営者１は在来ルートからの発生

費用を全く考慮せず、新ルートからの発生費用のみ

を考慮して意思決定を行う。０＜α＜１の場合、運

営者１は在来ルートからの発生費用の一部を考慮す

る。α�１の場合は、運営者１は在来ルートからの

発生費用をすべて考慮する。α�１の場合、運営者

１は新ルート、在来ルートにより構成される道路ネ

ットワーク全体からの発生費用を最小化するような

選択を行うため、集権的な意思決定主体となる。

３－３　意思決定問題の定式化

　３－１および３－２において設定されたパラメー

タを用いて、運営者１、２の意思決定問題を定式化

する。まず以下の関数を定義する。

�１０
�［���］：�　期において新ルートが未着工であり、在

来ルートのインフラの状態が　�　である場合

の、運営者１の最小化された総費用

�２０
�［���］：�　期において新ルートが未着工であり、在

来ルートのインフラの状態が　�　である場合

の、運営者２の最小化された総費用

�２１
�［���］：�　期に新ルートが着工され、在来ルートの

インフラの状態が　�　である場合の、運営者

２の最小化された総費用

�２２
�［���］：�　期以前に新ルートが着工されており、在

来ルートのインフラの状態が　�　である場合

の、運営者２の最小化された総費用

　本論文では、以上の四つの関数を総費用関数と呼

ぶ。総費用関数は　�　期以降に発生する全費用の　�　期

における現在価値であるとする。

　各総費用関数は以下のように決定される。まず　�

期（最終期）においては、新ルートは着工されるべき

ものと仮定する。一方、運営者２は�　期において新

たに補修を実施するインセンティブを持たないとす

る。以上の仮定により、次の４式が与えられる。

　�期（�＜�）の総費用関数は、以上の４式より後ろ

向き帰納法（ｂａｃｋｗａｒｄ ｉｎｄｕｃｔｉｏｎ）を用いて求められ

る。Fig.3に示すように、各期においては運営者１、

運営者２の順に意思決定を行う。後ろ向き帰納法を

用いる場合、より後の意思決定を先に決定する。そ

こでまず運営者２の総費用関数を求める。�　期にお

いて新ルートが未着工であり、在来ルートのインフ

ラの状態が�（�＞�）である場合の運営者２の最小化

された総費用����［���］は、次式で与えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
…�

　ここで（�＋１）期に運営者１が新ルート着工を選

択しない場合は、

�２［����１］��２０�［����１］

となり、新ルート着工を選択する場合は、

�２［����１］��２１�［����１］

とする。またβは１期後の発生費用に対する時間割

引率（０＜＿�β＜＿�１）である。�式は運営者２が、�　期

に補修を選択した場合（第１項）と補修を選択しなか

った場合（第２項）の総費用を比較し、より小さい方

を選択することを意味している。すなわち運営者２

は、第１項が第２項より小さい場合は�　期に補修を

実施し、第２項が第１項よりも小さい場合は補修を

実施しない。

　�　期に新ルートが着工され、在来ルートのインフ

ラの状態が�である場合の、運営者２の最小化され

た総費用�２１�［���］は、次式で与えられる。
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=min

V２=［s,t］ ０ 

Cr,s+βV２［１,t+１］,Cm,s+βΣP（s,s'）V２［s',t+１］ 
s

s'=s

　　�１０�［���］������（�）�α����　　　　　　……�

　　�２０�［���］�����　　　　　　　　　　　……�
　　�２１�［���］�����　　　　　　　　　　　……�
　　�２２�［���］�ρ����　　　　　　　　　　……�



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…�

　�　期に新ルートが着工された場合、（�＋１）期には

新ルートが利用可能となっている。したがって、（�

＋１）期における総費用関数は����［���＋１］となる。

�式と同様、第１項が第２項より小さい場合に運営

者２は補修を選択する。

　同様に　�　期以前に新ルートが着工されており、在

来ルートのインフラの状態が　�　である場合の、運営

者２の最小化された総費用 は、次式で与えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……�

（�＋１）期における総費用関数、

�２０�［����１］��２１�［����１］��２２�［����１］

の値が得られれば、�，�，�式の値は決定される。

したがって、後ろ向き帰納法が適用可能である。ま

た��１の場合は、以下のように決定される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……�

　次に�　期における運営者１の総費用関数を決定す

る。運営者２の意思決定問題と同様、運営者１は　�

期に新ルートを着工した場合、しなかった場合の総

費用を比較し、より小さい方を選択する。

�２０�［���］＝����＋β�２［１��＋１］

の場合、すなわち　�　期に新ルート未着工という条件

下で運営者２が補修を選択する場合、�１０�［���］は次

式で与えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……�

　

の場合、すなわち　�　期に新ルート未着工という条件

下で運営者２が補修を選択しない場合、�１０�［���］は

次式で与えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……�

　�、�式とも（�＋１）期の総費用関数の値と、�２１�［���］

から帰納的に値を求めることができる。以下では�

～�式で定式化される意思決定問題について、相互

作用を規定するパラメータρ,αとの関係について

解析的検討を行う。

　ρ＝１の場合、�～�式より次式が与えられる。

�２０�［���］＝�２１�［���］＝�２２�［���］＝����　　　　……�

　�～�式と�式より、��１，…，�の任意の期に

おいて、次式が成立する。

�２０�［���］＝�２１�［���］＝�２２�［���］　　　　　　　……�

　�式は、新ルートの着工状況が運営者２の意思決

定に影響しないことを意味している。ρ＝１の場合、

新ルートは在来ルートの機能を代替することができ

ない。このとき運営者２は、新ルートの着工タイミ

ングとは独立に、在来ルートの補修タイミングを決

定する。一方運営者１も、自らの新ルート着工に関

する意思決定が運営者２の選択に全く影響を及ぼさ

ないことから、在来ルートの状態とは無関係に着工

時期を選択することになる。

　次にα＝０の場合は、�式および�式はそれぞれ

以下のようになる。

�１０�［���］＝��＋��（�）　　　　　　　　　　……�

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……�

　�，�式において，在来ルートからの発生費用

���������は�１０�［���］に含まれない。つまり運営者１は新

ルートに起因する費用�����（�）のみを考慮して意思

決定を行う。この場合も在来ルートの状態は新イン

フラの着工に影響を及ぼさない。

　一方、０＜＿�ρ＜１、０＜α＜＿�１の場合、運営者１、
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V２=［s,t］=min｛Cr,s+βV２［１,t+１］,２ ２ 

２ ρCm,s+βΣP（s,s'）V２［s',t+１］ 
s

s'=s

V２［１,t］=Cm,1+βΣP（１,s'）V２［s',t+１］ ０ 

s

s'=１ 

V２［１,t］=Cm,1+βΣP（１,s'）V２［s',t+１］ １ ２ 

s

s'=１ 

V２［１,t］=ρCm,1+βΣP（１,s'）V２［s',t+１］ ２ ２ 

s

s'=１ 

V１［s,t］ 

Cn（t）+βV 1［１,t+１］+αCr,s｝ 

０ 

=min｛Cc+Cn（t）＋αV２［s,t］,１ 

０ 

V２［s,t］=Cm,s+βΣP（s,s'）V２［s',t+１］ ０ 

s

s'=s

V１［s,t］ 

Cn（t）+βΣP（s,s'）V１［s',t+１］+αCm,s｝ 
s

s'=s

０ 

１ 

=min｛Cc+Cn（t）＋αV２［s,t］,１ 

V１［s,t］=min｛Cc+Cn（t）,

（ t=１,...,T－１） 

Cn（t）+βΣP（s,s'）V１［s',t+１］｝ 
s

s'=s

０ 

=min

V２=［s,t］ １ 

Cr,s+βV２［１,t+１］,Cm,s+βΣP（s,s'）V２［s',t+１］ 
s

s'=s
２ ２ 



２の意思決定の間に相互作用が生じる。新ルートの

完成後は、機能補完効果により、在来ルートからの

発生費用が軽減されるため、新ルートの着工が近づ

くと運営者２は補修を手控えることが起こり得る。

一方運営者１は在来ルートの費用（の一部）を考慮す

るため、在来ルートの劣化が進行している場合に、

新ルートの着工時期を繰り上げる可能性が存在する。

　４．数値計算結果

　前章で構築したモデルについて数値計算を行う．

Table 1に以下の数値計算におけるパラメータの数

値設定を示す。

　Fig.6はρ＝０�５�α＝０�５の場合の新ルートの着工タ

イミングを示している。図中の数値（７６，７４，…，７６）

は在来ルートのインフラの状態ごとに、該当の期以

降において、運営者１が新ルート着工を選択するこ

とを意味している。例えば在来ルートのインフラの

状態が�＝１であるとき、第７６期以降であれば、�、

�式において、

�１０�［���］＝��＋��（�）＋α�２１�［���］　　　　　……�

が成立し、運営者１は新ルートを着工する。Fig.6

より、このケースにおいては早い場合で第６９期、遅

くとも第７６期までに新ルートが着工される。

　在来ルートのインフラの状態によって、新ルート

の着工タイミングは異なる。�＝１から�＝４までは、

�　が大きくなるほど（在来ルートのインフラの劣化

が進行するほど）新ルートの着工タイミングが早期

化している。在来ルートのインフラが劣化するほど、

運営者２の総費用（�式）は増加する。α＞０の場

合、運営者１は在来ルートからの発生費用をある程

度考慮して意思決定を行う。早期に新ルートを着工

すればルート間の機能補完関係により、在来ルート

からの発生費用が軽減されることから、新ルートの

着工タイミングが早期化するものと考えられる。一

方�＝５の着工タイミングは、�＝１の場合と同じ

（第７６期）である。

　運営者１、２の意思決定の相関関係を明らかにす

るために、在来ルートの補修継続期間をFig.7に示

す。Fig.7は在来ルートのインフラの状態が　�＝４で

ある場合、第６６期までは補修が選択され、�＝５で

ある場合は第８０期まで補修が選択されることを示し

ている。�＝１�２�３の場合は補修は選択されない。

　以上より、第１期より第６６期までの期においては、

在来ルートのインフラの状態が�＝４に達した段階

で補修が行われ、第６７期以降においては、�＝５に

達するまで補修が行われないことが明らかとなった。
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Fig. 6　新ルートの着工タイミング（ρ＝０．５，α＝０．５）
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Table 1　数値計算におけるパラメータ設定

パラメータ設定
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�（�����）�
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新ルートが着工され、在来ルートからの発生費用が

軽減される時期が近づいたために、�＝４の段階に

おける補修が手控えられているものと考えられる。

一方、�＝５の段階における補修は、新ルートの着

工後まで継続されている。すなわち�＝５に達した

在来ルートのインフラは、次期において�＝１に更

新されている。Fig.6において�＝５の着工タイミン

グが�＝１と同じであるのは、運営者１が在来ルー

トの補修実施を予測するためであると考えられる。

　次に相互作用を規定するパラメータρ、αと新ル

ート着工タイミングの関係を分析する。Fig.8はTable

1のパラメータ設定でα＝０�５として固定し、ρを変

化させた場合の �＝４における新ルートの着工タイ

ミングの変化を示している。ρが小さく、新ルート

供用開始に伴う在来ルートの維持管理費用の低減が

大きいほど、新ルートが早期に着工されることが分

かる。またFig.9は、Table 1のパラメータ設定でρ

＝０�５として固定し、αを変化させた場合の �＝４に

おける新ルートの着工タイミングの変化を示してい

る。αが大きく運営者１が在来ルートからの発生費

用を大きく考慮するほど、新ルートは早期に着工さ

れる。

　以上の数値計算結果に基づいて、運営者の分権的

な着工・補修タイミング選択が及ぼす影響について

考察を行う。新ルートによる在来ルートの機能補完

効果が大きい場合（ρが小さい場合）、新ルートを早

期に着工することによる在来ルートの総費用軽減が

期待される。このような場合に運営者がより分権的

に意思決定を行うと（αが小さい場合）、新ルートの

着工が遅れることによる損失が生じる可能性がある。

一方機能補完効果が小さい（ρが大きい）場合は、分

権的意思決定による非効率性が生じる可能性は小さ

くなるものと考えられる。したがって、道路ネット

ワークの運営を分権化する際には、ルート間の機能

補完関係が小さくなるように各運営者の管轄領域を

設定する必要があると考えられる。

　５．おわりに

　本論文では、都市間に新たな道路の建設が計画さ

れている状況を想定して、分権的な運営主体による

着工・補修タイミングについてモデル分析を行った。

ルート間の機能補完関係が大きく、運営主体が分権

的に（管轄領域外を考慮せずに）意思決定を行う場合

ほど、非効率的な意思決定が行われる可能性が高ま

ると考えられる。一方、機能補完関係が小さい場合

には、分権的な意思決定による着工・補修タイミン

グへの影響は小さいものと考えられる。

　以上の分析結果の政策的含意について考察を行う。

実際の道路ネットワークにおいては、在来ルートに

並行する新ルートを建設する場合に、既存ルートを

運営する主体とは異なる主体に新ルートの建設・運

営を委ねるケースが存在する。これまでは国等が上

位の計画機関として着工タイミングの調整等を行っ

てきたため、本論文で議論したような非効率性が顕

在化しなかったものと考えられる。しかし地方分権

化や、ニュー・パブリックマネジメント４）における

実施機関の裁量の拡大により、運営者間のコンフリ

クトが発生する可能性も考えられる。したがって、

各運営者の選択を誘導するような運営ルールの設計

が必要である。具体的には、新ルートの運営者に対

して在来ルートの運営を同時に委ねたり、在来ルー

トの運営費用の一部負担を求めるなどのルールが必

想定される。以上の点に関しては，今後の課題とし

たい。
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